
第３期伊勢市生活排水対策推進計画（案）のパブリックコメントの結果

について

１．パブリックコメントの結果概要

（１）意見募集方法

①周知方法

市公報、広報いせ、市ホームページ、市行政チャンネル文字放送、市公式LINE

②計画（案）の縦覧（市ホームページと19箇所）

・市役所（本館１Ｆ市民ホール、環境課、総務課）

・各総合支所生活福祉課（二見、小俣、御薗）

・各支所（神社、大湊、宮本、浜郷、豊浜、北浜、城田、四郷、沼木）

・市立図書館（伊勢、小俣）

・生涯学習センター（いせトピア、二見）

（２）意見提出の対象者

市内に在住または通勤・通学されている方など

（３）意見募集の期間

令和７年６月１６日～令和７年７月１６日

（４）意見募集の結果

意見なし

２．今後の予定

令和７年９月末に計画策定

教育民生委員協議会 資料1-1

令和７年８月26日
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第１ 章　 はじ めに　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  

 

１ 　 計画策定の背景 

伊勢市（ 以下「 本市」 と いう 。） を 流れる 河川は、 日本でも 有数の水質を誇る 清浄な河川と 、

市街地の生活排水が流れ込む河川があり 、 社会的にも その保全や浄化対策の必要性が深く 認

識さ れている 。  

 

特に勢田川については、 著し い汚濁の状況によ り 、 生活排水対策を推進する こ と が必要な

地域と し て、 平成 3 年に水質汚濁防止法に基づく 生活排水対策重点地域に指定さ れている 。

ま た、 こ れま で三重県が公表し ている 「 公共用水域及び地下水の水質調査結果」 においては、

県内で最も 「 河川の汚れの目立つ水域」 と なる こ と が度々あっ た。 こ のよ う な状況の中、 本

市では生活排水対策推進計画を 策定し 、 公共下水道の整備や合併処理浄化槽の設置促進、 河

川の美化活動など 、 市民、 事業者、 行政が連携・ 協力し 、 さ ま ざま な水環境改善の取組が講

じ ら れている と こ ろである 。  

その結果、 本市における 生活排水を 適切に処理でき る 人口である 「 汚水衛生処理人口」 は

令和 5 年度末に総人口の 81. 6％と なり 、 近年は水質の改善傾向が見ら れる と と も に、 水質目

標を 達成し ている 。  

し かし ながら 、 依然と し て総人口の 18. 4％は単独処理浄化槽や汲み取り 便槽を使用し てい

る こ と から 、 家庭から の生活排水によ る 河川等の水質汚濁が見ら れ、 こ れら の適切な処理を

進める こ と が今後も 必要と なっている 。  

 

こ のよ う な中、 現行の第 2 期伊勢市生活排水対策推進計画（ 以下「 第 2 期計画」 と いう 。）

が目標年次を 迎え、 引き 続き 生活排水処理施設を取り 巻く 諸情勢の変化に的確に対応し た施

設整備等の取組を進める ため、「 き れいな川を 次代へ引き 継ぐ 」 理念の下、 新たに第 3 期伊勢

市生活排水対策推進計画（ 以下「 本計画」 と いう 。） を 策定する こ と と する 。  
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２ 　 計画策定の目的と 位置付け 

本計画は、 生活排水処理施設の整備、 生活排水対策にかかる 啓発等について、 計画的、 総合的に

推進する こ と を 目的と し て、 廃棄物の処理及び清掃に関する 法律第 6 条及び水質汚濁防止法第 14

条の 9 に基づき 策定する も のである 。  

 

【 図 1-2-1　 伊勢市生活排水対策推進計画と 関連計画等】  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

３ 　 市の状況 

本市は、 三重県の中東部に位置し 、 北は伊勢湾に面し 、 東は鳥羽市及び志摩市、 南は度会郡南伊

勢町、 西は度会郡度会町及び玉城町なら びに多気郡明和町に接する（ 伊勢市役所本庁の経緯度： 東

経 136 度 42 分、 北緯 34 度 29 分）。 過去 10 年間における 年間降水量は 1, 600mm～2, 300mm 程度、

平均気温は 15 度～17 度程度と 温和な気候風土である 。 伊勢志摩国立公園の玄関口に当り 、 市内

面積（ 208. 37 ㎢） の約 4 分の 1 を占める 神宮林を 始め、 豊かな森林、 清浄な水、 清涼な空気など

自然環境に恵ま れている 。  

ま た、 本市は「 お伊勢さ ん」 と 親し みを込めて呼ばれる 神宮のある ま ちと し て広く 知ら れる 。 20

年ごと に執り 行われる 神宮式年遷宮、 令和元年の改元の際には注目を 集め、 全国各地から 多く の

方々が訪れている 。  

かつては、 人や文化の交流が盛んで、 産業も 大いに活性化し た。 ま た、 世古と 呼ばれる 伊勢独自

の小路や商家、 蔵、 切妻・ 妻入の木造住宅など 歴史的ま ちなみや建造物が数多く 残っている 。  

人口は昭和 63 年にピ ーク（ 合併前市町村の合計 138, 892 人） と なり 、 その後、 減少し 令和 6 年

3 月末時点の人口は 119, 706 人である 。 ま た令和 17 年には 104, 428 人になる と 予測さ れる 。（ 三

重県「 流域別下水道整備総合計画」 よ り 。）  

 

【 伊勢市】

第 3 次伊勢市総合計画

水質汚濁防止法

【 国】

廃棄物の処理及び清掃に関
する 法律

【 三重県】

伊
勢
市
都
市
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
全
体
構
想

第 3 期伊勢市環境基本計画

[ 一般廃棄物処理計画]

伊勢市ごみ処理基本計画

第 3 期伊勢市生活排水対策推進計画 三重県生活排水アク ショ ン  
プロ グラ ム

伊勢市公共下水道事業計画

宮川流域下水道事業計画

伊勢市合理化事業計画
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４ 　 主要な河川の状況等 

（ １ ） 概要 

市内を流れる 主な河川と し ては、 1 級河川である 宮川、 五十鈴川、 勢田川、 2 級河川の外城田

川が代表さ れる 。  

宮川は日出ヶ 岳を 源に大杉渓谷を経て、諸支川を 合わせて伊勢平野に出て、河口付近で大湊川

を分派し 伊勢湾に達する 県下最大の河川で、 日本でも 有数の水質を誇る 。  

宮川の支川の五十鈴川は八祢宜山を源に皇大神宮（ 内宮） を 経て河口付近で勢田川及び大湊川

と 合流し て伊勢湾に達し 、 神宮林から 流れる 清流と し て水質は良好に保たれている 。  

宮川の支川の勢田川は鼓ヶ 岳を 源に本市の市街地の中心部を 南北に貫流し て五十鈴川河口に

達し 、 地盤が低く 、 多く の生活排水が流入する 。  

外城田川は多気町から 発し 宮川に平行し て、 伊勢湾に注ぐ 。  

市内の水源地については全て宮川水系である 。 宮川左岸に 3 カ所、 五十鈴川右岸に 1 カ所、 横

輪川左岸に 1 カ所の計 5 カ所を 有し ている 。  

 

 【 表 1-4-1　 主要河川の面積等】  

 水域名 河川名 等級
流域面積
（ ㎢）

流路延長
（ km） 利水状況など

 

1 宮川

1 宮川 1 920. 0 90. 7
農業用水、内水面漁業権
( 宮川漁協)

 2 横輪川 1 35. 6 10. 6 農業用水

 3 大湊川 1 1. 1 1. 7

 

2 五十鈴川

1 五十鈴川本川 1 68. 8 21. 5 農業用水

 2 朝熊川 1 13. 1 7. 6

 3 五十鈴川派川 1 9. 0 4. 4

 4 松下川 1 1. 7 1. 8

 
3 勢田川

1 勢田川本川 1 16. 9 6. 9

 2 朝川 1 3. 1  4. 6

 4 外城田川 1 外城田川 2 51. 7 7. 7
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（ ２ ） 環境基準指定類型と 達成状況 

生活環境の保全に関する 河川の環境基準は、 水素イ オン濃度（ 以下、「 pH」 と いう ）、 生物化学

的酸素要求量（ 以下、「 BOD」 と いう ）、 浮遊物質等（ 以下、「 SS」 と いう ）、 溶存酸素量（ 以下、

「 DO」 と いう ）、 大腸菌数（ 令和 3 年度ま で大腸菌群数） の 5 項目について基準値が定めら れ AA

～E 類型の 6 段階に区分さ れている 。 市内を 流れる 河川については、 表 1-4-3 のと おり 設定さ れ

ている 。  

 【 表 1-4-3　 基準地点における 環境基準指定類型】  

資料　 三重県水質汚濁に係る 環境基準の水質類型の指定一覧表　 ※基準地点は図 1-4-2 を参照

 
河川名（ 基準地点） 類型

指定年月日 
（ 見直し 年月日）

環境基準達成状況 
( 令和 5 年度)

 
宮川( 度会橋) AA類型( BOD: 1. 0mg/L 以下)

S48. 3. 23 
( H10. 3. 31)

達成

 五十鈴川( 宇治橋) AA類型( BOD: 1. 0mg/L 以下) S49. 5. 10 達成

 五十鈴川( 堀割橋) A類型( BOD: 2. 0mg/L 以下) S49. 5. 10 達成

 外城田川( 大野橋) B類型( BOD: 3. 0mg/L 以下) S48. 3. 23 達成

 外城田川( 野依橋) C類型( BOD: 5. 0mg/L 以下) S48. 3. 23 達成

 勢田川( 勢田大橋) C類型( BOD: 5. 0mg/L 以下) S48. 3. 23 達成

勢田川

朝熊川
宮川

朝川

島路川

横輪川

汁谷川

伊勢湾

江川

大湊川

大堀川

外城田川

松下川
五十鈴川 
派川

五十鈴川

【 図 1-4-2 市内河川等と 環境基準水質調査地点】

野依橋

大野橋 勢田大橋

度会橋

堀割橋

宇治橋

地図： 2017 三重県共有デジタ ル地図 
（ 三重県市町総合事務組合） 　
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（ ３ ） 近年の水質 

近年の宮川、五十鈴川の水質については環境基準値以内で推移し 良好な状態を 保っている 。勢

田川、 外城田川については、 流域の汚水処理施設整備など の取組みが進めら れており 、 概ね環境

基準値以内で推移し ている 。  

勢田川の水質については代表的な汚濁指標である BODが改善傾向にあり 、 平成 30 年度から は

環境基準値（ 5. 0 ㎎/L 以下） を下回っている 。 河川水質は改善傾向にある も のの、 流域に総人口

の約 35％（ 令和 6 年 3 月末現在） の人口が生活する ため、 生活排水など の影響を 受けている と

考えら れる こ と から 、 引き 続き 水質の現況を把握し ていく 必要がある 。  

 

 

  
【 河川における 環境基準】  

環境基準は、「 維持さ れる こ と が望ま し い基準」 であり 、 人の健康等を 維持する ための最
低限度と し てではなく 、 よ り 積極的に維持さ れる こ と が望ま し い値と し て設定する 行政上の
目標である 。 環境基本法に基づき 基準が定めら れている 。  

水質汚濁に係る 環境基準はBOD等の生活環境に関する 基準に基づき 、河川の場合は6つの類
型に分けら れる 。 AAが最も き れいで、 次いでA、 B、 C、 D、 Eの順と なる 。  
 
【 BOD】  

水中の汚濁物質を 微生物が分解する と き に消費さ れる 酸素の量で、 値が大き いほど 汚れて
いる こ と を示す。  
　 　 　 BOD　 1mg/L 以下： 人為的汚染のない河川 
　 　 　 BOD　 2mg/L 以下： イ ワ ナやヤマメ 等の清流に棲む魚が生息 
　 　 　 BOD　 3mg/L 以下： アユ等の魚が生息 
　 　 　 BOD　 5mg/L 以下： コ イ 等の汚染に強い魚が生息 

 【 表 1-4-4　 宮川の水質（ 度会橋）】 　 　 　 　 　 　 　 　 　  

資料　 水文水質データ ベース （ 国土交通省） よ り 作成

 項目( 単位) H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

 pH 7. 6 7. 3 7. 4 7. 4 7. 3 7. 2 7. 3

 BOD( mg/L) 0. 6 <0. 5 <0. 5 <0. 5 1. 0 <0. 5 <0. 5

 SS( mg/L) 3. 3 2. 3 1. 1 1. 8 1. 2 1. 0 1. 2

 DO( mg/L) 10. 2 9. 6 9. 4 10. 2 9. 8 9. 9 9. 8

 大腸菌群数 
MPN/100mL

983 366 162 882 797 ― ―

 大腸菌数 
CFU/100mL

― ― ― ― ― 35 61

 
  

 宮川（ 度会橋） 五十鈴川（ 掘割橋）
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 【 表 1-4-5　 五十鈴川の水質（ 宇治橋）】 　 　 　 　 　 　  

資料　 三重県提供データ よ り 作成

 項目( 単位) H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

 pH 7. 7 7. 7 7. 7 7. 8 7. 5 7. 7 7. 4

 BOD( mg/L) 0. 5 0. 5 0. 5 0. 5 0. 5 0. 5 0. 6

 SS( mg/L) 1. 1 1. 3 <1. 0 1. 0 <1. 0 1. 0 <1. 0

 DO( mg/L) 10. 1 10. 2 10. 2 10. 2 10. 4 10. 4 11. 2

 大腸菌群数 
MPN/100mL

2, 834 3, 730 2, 788 3, 772 7, 431 ― ―

 大腸菌数 
CFU/100mL

― ― ― ― ― 110 98

 【 表 1-4-6　 五十鈴川の水質（ 堀割橋）】 　 　 　  

資料　 三重県提供データ よ り 作成

 項目( 単位) H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

 pH 7. 5 7. 6 7. 6 7. 7 7. 4 7. 5 7. 4

 BOD( mg/L) 0. 7 1. 0 1. 3 1. 2 0. 9 1. 5 1. 5

 SS( mg/L) 2. 8 6. 2 2. 6 2. 8 4. 1 2. 6 2. 0

 DO( mg/L) 8. 8 9. 5 9. 1 9. 5 8. 9 8. 8 10. 1

 大腸菌群数 
MPN/100mL

6, 803 9, 334 7, 516 10, 023 7, 181 ― ―

 大腸菌数 
CFU/100mL

― ― ― ― ― 160 110

 【 表 1-4-7　 外城田川の水質（ 大野橋）】 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  

資料　 三重県提供データ よ り 作成

 項目( 単位) H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

 pH 7. 5 7. 5 7. 6 7. 7 7. 3 7. 7 7. 5

 BOD( mg/L) 2. 2 2. 4 2. 9 2. 9 1. 9 2. 5 2. 2

 SS( mg/L) 7. 8 13. 2 15. 6 5. 9 8. 2 6. 7 3. 0

 DO( mg/L) 10. 0 9. 5 9. 2 10. 0 10. 0 10. 1 11. 4

 大腸菌群数 
MPN/100mL

34, 052 43, 875 44, 600 48, 500 29, 130 ― ―

 大腸菌数 
CFU/100mL

― ― ― ― ― 410 210
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 【 表 1-4-8　 外城田川の水質（ 野依橋）】 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  

資料　 三重県提供データ よ り 作成

 項目( 単位) H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

 pH 7. 5 7. 5 7. 6 7. 5 7. 3 7. 4 7. 4

 BOD( mg/L) 1. 7 2. 0 1. 8 1. 7 1. 7 1. 9 3. 7

 SS( mg/L) 9. 1 10. 8 10. 5 10. 0 9. 5 7. 4 5. 4

 DO( mg/L) 9. 8 9. 7 9. 4 9. 8 10. 1 9. 9 10. 8

 【 表 1-4-9　 勢田川の水質（ 勢田大橋）】 　  

資料　 水文水質データ ベース （ 国土交通省） よ り 作成

 項目( 単位) H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

 pH 7. 6 7. 7 7. 7 7. 6 7. 6 7. 5 7. 6

 BOD( mg/L) 5. 4 3. 9 4. 9 4. 6 2. 0 1. 9 2. 7

 SS( mg/L) 5. 3 6. 5 6. 0 6. 4 6. 3 3. 6 3. 5

 DO( mg/L) 8. 4 8. 4 7. 7 8. 4 8. 2 6. 5 7. 3

 
  

 外城田川（ 野依橋） 勢田川（ 勢田大橋）

 ①　 宮川から の導水によ る 勢田川の浄化

 
 

宮川は、 水質が非常に良好な河川であり 、 ま た、 勢田川よ り も 標高が高い位置にあり ま す。  

こ のこ と から 、 宮川の水を幹線排水路など を通し て導水し 、 中心市街地の生活排水の受け皿

と なっている 勢田川の水質浄化を図っていま す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮川・ 勢田川の標高差  
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【 汚水処理人口普及率と は】  

下水道のほか、 農業集落排水施設、 コ ミ ュ ニティ ・ プラ ント （ 地域し 尿処理施設） を利用でき る

人口に合併処理浄化槽を利用し ている 人口を加えた値を、 総人口で除し たも ので、 生活排水処理施

設の普及状況の指標であり 、 その算式は次のと おり である 。  
 
汚水処理人口普及率（ ％） = ( 下水道処理人口＋農業集落排水等処理人口＋ｺﾐｭﾆﾃｨ・ ﾌ゚ ﾗﾝﾄ 

処理人口＋合併処理浄化槽人口) ÷住民基本台帳人口×100 
 

本市における 汚水処理人口は、 農業集落排水施設、 コ ミ ュ ニティ ・ プラ ント がないため、 公共下 

水道を利用でき る 人口及び合併処理浄化槽人口のみで構成さ れる 。 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

（ 参考： 環境省 HP）

第２ 章  生活排水の現状と 課題　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  

 

１ 　 生活排水処理施設の処理主体 

本市における 生活排水処理施設の処理主体は、 表 2-1-1 のと おり である 。  

生活排水処理施設で処理する 排水の種類は生活排水と 生活雑排水に区分さ れる 。 生活排水と は、

家庭等から 排出さ れる し 尿及びト イ レ 、 台所、 風呂、 洗濯などの排水のこ と である 。 生活雑排水と

は生活排水のう ちし 尿を除いたも のである 。  
 
【 表 2-1-1 生活排水処理施設の処理主体】  

 

 

２ 　 生活排水処理施設の整備概況 

本市の公共下水道は、 平成 4 年に二見町区域から 一部供用開始さ れ、 その後、 平成 10 年に小俣

町区域、 平成 11 年に旧伊勢市区域、 平成 18 年に御薗町区域が供用さ れ現在に至る 。 整備状況と し

ては、 三重県の内宮幹線の延伸に併せ、 事業計画区域の整備を進めている 。  

浄化槽については、 浄化槽法の改正によ り 平成 13 年から 単独処理浄化槽が設置でき なく なっ た

が、 既設の単独処理浄化槽、 汲み取り 便槽が現在も 相当数存在し ている こ と から 、 合併処理浄化槽

への転換を促進する ため、個人が設置する 浄化槽の設置費用に対する 補助制度によ り 推進し ている 。

生活排水処理施設整備状況を汚水処理人口と し て表 2-2-1 に示す。  

 

 処理施設の種類 対象と なる 生活排水の種類 処理主体

 ( 1) 公共下水道終末処理場 し 尿及び生活雑排水 三重県、 伊勢市

 ( 2) 合併処理浄化槽 し 尿及び生活雑排水 個人等

 ( 3) 単独処理浄化槽 し 尿 個人等

 ( 4) し 尿処理施設 し 尿及び浄化槽汚泥 伊勢広域環境組合

 【 表 2-2-1　 汚水処理人口の推移】 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ( 単位： 人)  

 区分 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

 総人口 127, 064 126, 060 125, 043 123, 853 122, 580 121, 222 119, 706

 汚水処理人口 94, 451 96, 758 97, 631 98, 463 99, 780 105, 117 104, 639

 汚水処理人口普及率 74. 3% 76. 8% 78. 1% 79. 5% 81. 4% 86. 7% 87. 4%
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３ 　 生活排水の排出状況 

本市の生活排水は公共下水道ま たは合併処理浄化槽で処理し ている 。排出状況を汚水衛生処理人

口と し て表 2-3-1 に示す。 令和 5 年度末において総人口 119, 706 人のう ち、 97, 626 人については、

公共下水道ま たは合併処理浄化槽で処理さ れている 。総人口に占める 割合である 汚水衛生処理人口

普及率は 81. 6％である 。  

一方で、 単独処理浄化槽が 16, 724 人、 汲み取り 便槽が 5, 356 人であり 、 それら の生活雑排水は

未処理のま ま 河川等に流れ込んでいる 。  

 

 【 表 2-3-1　 汚水衛生処理人口等の推移】 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ( 単位： 人)  

 区分 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

 総人口 127, 064 126, 060 125, 043 123, 853 122, 580 121, 222 119, 706

 汚水衛生処理人口 87, 851 90, 503 91, 048 90, 970 92, 227 97, 826 97, 626

 

　

公共下水道接続

済人口
54, 157 55, 268 56, 366 57, 846 59, 443 61, 134 61, 667

 合併処理浄化槽

人口
33, 694 35, 235 34, 682 33, 124 32, 784 36, 692 35, 959

 汚水衛生処理人口普

及率
69. 1% 71. 8% 72. 8% 73. 4% 75. 2% 80. 7% 81. 6%

 生活雑排水未処理人口

（ 単独処理浄化槽)  
 ( 汲み取り 便槽）

39, 213 35, 557 33, 995 32, 883 30, 353 23, 396
22, 080 

( 16, 724)  
( 5, 356)

  
【 生活排水処理形態別の施設数と は】   
■公共下水道…公共下水道本管と 居住する 建物の排水設備をつなぐ 公共汚水ますの数 
■合併処理浄化槽…合併処理浄化槽の設置数及び共同汚水処理施設の本管と 建物の排水設備をつな 

ぐ 排水管の数 
■単独処理浄化槽…単独処理浄化槽の設置数 

■汲み取り 便槽…汲み取り 便槽の設置数

 【 表 2-3-2　 生活排水処理形態別の施設数と 汚水衛生処理人口（ R5 年度末時点）】  

  施設名 施設数 汚水衛生処理人口 総人口に占める 割合

 公共下水道 18, 026 口 61, 667 人 51. 5％

 合併処理浄化槽 9, 807 基 35, 959 人 30. 0％

 単独処理浄化槽 5, 769 基 16, 724 人 14. 0％

 汲み取り 便槽 2, 472 槽 5, 356 人 4. 5％

 合計 ― 119, 706 人 100. 0％

 【 汚水衛生処理率（ 汚水衛生処理人口普及率） と は】   
下水道のほか、 農業集落排水施設、 コ ミ ュ ニティ ・ プラ ント （ 地域し 尿処理施設）、 合併処理浄化

槽等によ り 、 汚水が衛生的に処理さ れている 人口の割合を表し たも ので、 その算式は次のと おり で

ある 。  
 

汚水衛生処理率（ ％） = ( 現在水洗便所設置済人口÷住民基本台帳人口) ×100　  
 

現在水洗便所設置済人口と は、 水洗便所を設置・ 使用し ている 人口であり 、 下水道等の整備済区

域であっても 下水道等には接続さ れていない人口、 生活雑排水を処理し ない単独処理浄化槽を設置

し ている 人口は除かれる 。 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  （ 参考： 環境省 HP）
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図 2-4-1　 市の総汚水量を 100 と し たと き  
の汚水の内訳 

 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

参考資料： 中南勢水域流域別下水道整備総合計画

【 図 2-3-3　 勢田川流域における 生活排水処理形態別の施設数と 汚水衛生処理人口（ R5 年度末時点） 】  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
４ 　 汚水処理の状況 

市内で排出さ れる 汚水の汚濁原因について、 産業

系、 生活系（ 生活排水）、 その他に大別する こ と がで

き る 。  

市内で排出さ れる 総汚水量を 100 と する と 、 工場・

事業所等の産業系排水については全体の 22. 4％、 家

庭等から 排出さ れる 、 し 尿及びト イ レ 、 台所、 風呂、

洗濯など の生活排水が 77. 4％を占める 。  

産業系排水については、 水質汚濁防止法の規制に

よ り 、 処理さ れ汚濁負荷が削減さ れる 。 一方で生活

排水は多様な経路で公共用水域に達し ており 、 総汚

水量の 14. 3％は未処理のま ま 公共用水域に流れ込ん

でいる 。 生活排水処理施設整備が進んだこ と によ り 、

生活排水によ る 汚濁負荷は改善傾向にある 。  

 

 
施設名 施設数 汚水衛生処理人口

総人口（ 119, 706 人）

に占める 割合

 公共下水道 6, 364 口 22, 584 人 18. 9％

 合併処理浄化槽 2, 805 基 10, 647 人 8. 9％

 単独処理浄化槽 2, 593 基 7, 371 人 6. 1％

 汲み取り 便槽 983 槽 2, 004 人 1. 7％

 合計 ― 42, 606 人 35. 6％

公共下水道

合併浄化槽

共同汚水処理

単独浄化槽

汲取り

地図： 2020 三重県共有デジタ ル地図 
（ 三重県市町総合事務組合） 　

勢田川流域
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５ 　 生活排水対策における 課題への対応 

（ １ ） 生活排水の排出経路から 見える 課題 

家庭等から 排出さ れる 生活排水は、 多様な経路で公共用水域に達する 。 生活排水の中で、 し 尿

については浄化処理さ れる が、 生活雑排水については未処理のま ま 流さ れてし ま う こ と がある 。 

こ の未処理の生活雑排水をど のよ う に減ら すかが、 大き な課題と なっ ている 。  

 

　 【 図 2-5-1　 生活排水の排出経路】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考： 旧環境庁水質保全局　 生活雑排水対策推進指導指針　 　  

 

 

（ ２ ） 課題への対応 

生活排水対策には啓発普及活動等（ ソ フ ト 対策） と 施設整備（ ハード 対策） に大別さ れる 。 そ

れぞれの中で、 地域の実情等に応じ て適切な方策を組み合わせて推進し ていく 必要がある 。  

 

【 図 2-5-2　 生活排水対策の体系】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

普及啓発活動等 
（ ソ フ ト 対策）
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（ ハード 対策）
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処 理 施 設

下 水 道

合 併処 理
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環境に対する 意識の高揚

家庭での発生源対策

環境教育の推進

公共下水道の整備

合併処理浄化槽の設置促進

し

尿

生
活
雑
排
水
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【 表 2-5-3　 区域ごと の主な具体策】  

 
 

 

 

 区域 対策 具体策

 公
共
下
水
道
供
用
開
始
区
域

( 1) 下水道施設の維持管理 ・ 施設管理者によ る 下水道施設の適切な維持管理を図る 。

 

( 2) 公共下水道への接続促 
進

・ 広報いせ、 ホームページ等によ り 公共下水道接続の啓発 
を図る 。  

・ 未接続の住宅・ 事業所への戸別訪問やチラ シ配布によ る  
公共下水道接続の促進を図る 。  

・ 各種支援制度の活用をＰ Ｒ し 、 公共下水道接続の勧奨を  
行う 。（ 水洗便所等改造資金融資あっせん制度、水洗便所 
等改造資金助成制度）

 公
共
下
水
道
計
画
区
域

( 1) 公共下水道整備促進 ・ 計画的、 効率的な下水道整備を 行う 。

 ( 2) 合併処理浄化槽の維持 
管理啓発

・ 浄化槽清掃業者など と 連携し 、 チラ シなど を用いて合併 
処理浄化槽の適正管理を啓発する 。

 ( 3) 家庭における 生活排水 
削減対策（ 暮ら し の工 
夫） の推進

・ 油汚れを流さ ないこ と や洗剤の適正使用など 、 家庭でで 
き る 生活排水削減対策（ 暮ら し の工夫） の啓発など を行 
う 。

 公
共
下
水
道
計
画
区
域
外

( 1) 合併処理浄化槽の設置 
促進

・ 合併処理浄化槽の普及に向けて、 説明会・ 啓発の実施、  
設置に係る 補助金の活用によ り 設置を 促進する 。

 ( 2) 合併処理浄化槽の維持 
管理啓発

・ 浄化槽清掃業者など と 連携し 、 チラ シなど を用いて合併 
処理浄化槽の適正管理を啓発する 。

 ( 3) 家庭における 生活排水 
削減対策（ 暮ら し の工 
夫） の推進

・ 油汚れを流さ ないこ と や洗剤の適正使用など 、 家庭でで 
き る 生活排水削減対策（ 暮ら し の工夫） の啓発など を行 
う 。

 
  

 下水道管を 埋める 様子 宮川浄化センタ ー（ 大湊町）
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 ②　 今日から 実行でき る 生活排水対策

 
 

私たちが日常生活で使用する 水は、 台所、 浴室、 洗濯場など から 生活排水と し て排出さ れま

す。「 汚れた水をそのま ま 流さ ないこ と 」 を暮ら し の中で意識し 、 実行する こ と で大き な効果が

期待でき ま す。  

 

■暮ら し の中の主な対策 

 

 

 

 

 

■魚が棲める 水質にする には浴槽何杯分の水が必要？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典： 環境省 

 

台所

食事や飲み物は必要な分だけ作り 、 飲み物は飲み切れる 分だけ注ぐ 。

 食器を洗う 前に、 油汚れを 拭き 取る 。

 水切り 袋と 三角コ ーナーを 利用し て、 野菜の切り く ずなど の細かいごみをキ

ャ ッ チ。

 お風呂 シャ ンプー・ リ ンス は適量を守る 。

 洗濯 洗剤は計量ス プーンでし っ かり 計る 。

 流すも の 量 水の量（ バス タ ブ 1 杯 300L で換算）

 使用済み天ぷら 油 20mL 20 杯

 牛乳 コ ッ プ 1 杯（ 200mL） 11 杯

 台所用洗剤 1 回分（ 4. 5mL） 0. 67 杯

 シャ ンプー 1 回分（ 4. 5mL） 0. 67 杯

き れいな水が、

たく さ ん必要に

なる んだね！
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第３ 章  生活排水処理に係る 理念、 基本方針等　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  
 
１ 　 理念 

　 本市を流れる 河川は、日本でも 有数の水質を 誇る 清浄な河川と 、 都市化の進展や生活環境の変化

に伴い水質汚濁の影響を受けやすい河川があり 、社会的にも その保全や浄化対策の必要性が深く 認

識さ れている 。 き れいな川を 次代へ引き 継ぐ ために、 水質の改善を 図る こ と にと ど ま ら ず、 第 3 期

伊勢市環境基本計画の基本目標の一つである「 豊かな自然・ 多様な生物と 人が共生する 社会の形成」

を目指す。  
 
２ 　 目標年次 

本計画における 目標年次については、 計画策定時よ り 10 年後の令和 17 年度と する 。  

なお、 計画の進行管理を行う にあたり 、 5 年後の令和 12 年度に中間目標を設定し 、 施策の進捗

状況を確認する と と も に、必要に応じ て追加的な取組を 検討する こ と で目標年次に向けて計画の推

進を図る も のと する 。  

ま た、 人口減少など の社会情勢に柔軟に対応し ていく 必要がある こ と 、 汚水処理人口普及率及び

汚水衛生処理人口普及率の進展が見込ま れる こ と など から 、必要に応じ て計画の見直し を行う こ と

と する 。  
 

 

３ 　 河川ごと の目標水質等 

第 2 期計画の目標値を踏襲し 、河川において現在指定さ れている 環境基準類型や近年の水質状況、

生活排水処理施設の整備予定を考慮し 目標値を 設定し た。既に目標水質を達成し ている 河川につい

ては、 引き 続き 保全に努める 。 なお、 外城田川（ 大野橋） の目標水質については、 上流部のほと ん

ど が市域でないため設定し ないこ と と する 。  
 

【 表 3-3-1　 河川ごと の目標水質と 現在指定さ れている 環境基準類型】  

 
 

４ 　 基本方針 

本市における 生活排水対策は、水質汚濁を防止し 、生活環境の保全と 公衆衛生の向上を図る ため、

家庭や事業所等から 排出さ れる 全ての汚水が、 生活排水処理施設で浄化さ れる こ と を目指す。  

生活排水処理施設の整備については、 引き 続き 、 汚濁物質の除去が確実で最も 効果的な、 公共下

水道の整備ま たは合併処理浄化槽の設置を進め、将来の人口動態など を 踏ま え、地域特性に合った、

経済的で効果的な手法を選定する 。 ま た、家庭ででき る 生活排水対策や環境学習など の普及啓発活

動に積極的に取り 組み、市民一人一人が行動する と と も に、 行政と 一体と なって生活排水対策を推

進する 。  

 中間目標　 令和 12 年度 

目標年次　 令和 17 年度

 河川名( 基準地点) 目標水質 現在指定さ れている 環境基準類型

 宮川( 度会橋) BOD: 1. 0mg/L 以下 AA類型( BOD: 1. 0mg/L以下)

 五十鈴川( 宇治橋) BOD: 1. 0mg/L 以下 AA類型( BOD: 1. 0mg/L以下)

 五十鈴川( 堀割橋) BOD: 1. 0mg/L 以下 A類型( BOD: 2. 0mg/L以下)

 外城田川( 野依橋) BOD: 2. 0mg/L 以下 C類型( BOD: 5. 0mg/L以下)

 勢田川( 勢田大橋) BOD: 3. 0mg/L 以下 C類型( BOD: 5. 0mg/L以下)
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５ 　 生活排水処理目標 

本計画期間における 目標を次表のと おり と し 、各地域の実情に対応し た処理方式を採用し 目標達

成と と も に、 公共下水道の整備完了を 目指す。  
 

■　 生活排水を処理する 人口の普及率 
 

【 表 3-5-1　 生活排水を 処理する 人口の普及率】  

 
 

■　 生活排水を処理する 人口の内訳 
 

【 表 3-5-2　 生活排水を 処理する 人口の内訳】 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ( 単位： 人)  

 

■　 生活排水の処理形態別人口の内訳　 　  
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  
【 表 3-5-3　 生活排水の処理形態別人口の内訳】 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ( 単位： 人)  

 

 
区分

令和 5 年度 
（ 実績）

令和 12 年度 
（ 中間目標）

令和 17 年度 
（ 目標年次）

 汚水処理人口普及率（ 処理施設整備率） 87. 4％ 95. 4％ 98. 2％

 汚水衛生処理人口普及率（ 生活排水処理率） 81. 6％ 88. 5％ 93. 5％

 区分
令和 5 年度 
（ 実績）

令和 12 年度 
（ 中間目標）

令和 17 年度 
（ 目標年次）

 1　 行政区域内人口 119, 706 110, 846 104, 428

 2　 計画処理区域内人口 119, 706 110, 846 104, 428

 3　 水洗化・ 生活雑排水処理人口 97, 626 98, 099 97, 640

 区分
令和 5 年度 
（ 実績）

令和 12 年度 
（ 中間目標）

令和 17 年度 
（ 目標年次）

 1　 計画処理区域内人口 119, 706 110, 846 104, 428

 2　 水洗化・ 生活雑排水処理人口 97, 626 98, 099 97, 640

 ( 1) 　 コ ミ ュ ニティ ・ プラ ント 0 0 0

 ( 2) 　 合併処理浄化槽 35, 959 32, 251 30, 254

 ( 3) 　 公共下水道 61, 667 65, 848 67, 386

 ( 4) 　 農業集落排水施設 0 0 0

 3　 水洗化・ 生活雑排水未処理人口 
( 単独処理浄化槽)

16, 724 9, 655 5, 141

 4　 非水洗化人口（ 汲み取り 便槽等） 5, 356 3, 092 1, 647

 5　 計画処理区域外人口 0 0 0
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第４ 章  生活排水処理基本計画　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  

 

１ 　 生活排水処理施設の整備と 対象区域の設定 

本市が公共下水道、 合併処理浄化槽を推進し ていく 地域については、 地域特性、 周辺環境、 水源

地の保全等から 各集落のコ ミ ュ ニティ 単位を最小単位と し て区域を定め、処理方法については経済

的要因、 社会的要因、 投資効果発現に至る 時間的要因、 地域環境保全効果など を考慮し 選定する 。 

① 経済的要因 

　 　 生活排水処理施設に必要な費用は建設費用及び管理費用の合計である 。 公共下水道は管

渠施設の整備、 維持管理が必要と なる が、 人口密集地域においては、 個別に処理する よ り

効果的である 。  

一方、 合併処理浄化槽は管渠が不要である こ と から 、 家屋数が少ない区域においては、

投資効果が高い。 それぞれの費用については、「 持続的な汚水処理シス テム構築に向けた都

道府県構想策定マニュ アル（ 平成 26 年 1 月 環境省、 国土交通省、 農林水産省）」 等の費用

関数を基に実績に応じ て算出する 。  

② 社会的要因 

　 　 アンケート 調査等で区域住民の意向を 把握し 、 検討区域ごと の人口の将来予測や将来の

土地利用についても 考慮し 選定する 。  

③ 投資効果発現に至る 時間的要因 

公共下水道は建設に長期間必要と なり 供用開始ま でに数年かかる 。 一方で合併処理浄化

槽は、 建築物の開始と 同時に機能が発揮さ れ、 設置に要する 期間は数週間程度である 。 生

活排水処理施設の選定においては、 生活排水対策の効果がいつの時点で期待でき る かにつ

いても 考慮する 。  

④ 地域環境保全効果 

　 　 　 　 生活排水処理施設によ る 水質レ ベルだけでなく 、河川等の水量確保等についても 考慮する 。 
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２ 　 生活排水処理施設整備計画の概要 

 

 

 施設名 計画処理区域
計画処理 

人口
整備予定年度

事業費 
（ 整備費）

 コ ミ ュ ニティ ・ プ

ラ ント
なし － － －

 
合併処理浄化槽

全域（ ただし 、 公共下

水道で整備する 区域を

除く 。）

3, 456 人 令和 8～令和 17 年度 262 百万円

 公共下水道 内宮第 3 処理分区 

内宮第 4 処理分区 

内宮第 5 処理分区 

内宮第 6 処理分区 

内宮第 7 処理分区 

内宮第 8 処理分区 

外宮第 7 処理分区 

外宮第 12 処理分区 

相合処理分区 

朝熊山麓処理分区

540 人 

1, 180 人 

2, 030 人 

70 人 

520 人 

1, 640 人 

2, 940 人 

160 人 

30 人 

0 人 

計 9, 110 人

令和 14～令和 16 年度 

令和 8～令和 13 年度 

令和 8～令和 13 年度 

令和 9～令和 10 年度 

令和 8～令和 9 年度 

令和 8～令和 16 年度 

令和 8～令和 17 年度 

令和 8～令和 17 年度 

令和 15 年度 

令和 13～令和 16 年度 

462 百万円 

1, 992 百万円 

3, 412 百万円 

325 百万円 

318 百万円 

2, 706 百万円 

2, 479 百万円 

1, 879 百万円 

81 百万円 

112 百万円 

計 13, 766 百万円

 農業集落排水施設 なし － － －

 し 尿処理施設 なし － － －
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３ 　 生活排水処理施設の整備区域図 
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４ 　 合併処理浄化槽設置の促進 
公共下水道供用済み区域及び大型浄化槽で共同処理をする 区域以外の区域において、合併処理浄

化槽の設置を促進する ため、個人が設置する 合併処理浄化槽の設置費用の一部を人槽に応じ て補助

し ている 。  
ま た、 伊勢市浄化槽設置整備事業補助金交付要綱に基づく 「 公共下水道計画予定処理区域」 以外

の地域については、単独処理浄化槽及び汲み取り 便槽から 合併処理浄化槽への転換を 一層促進する

ため、 配管費用、 単独処理浄化槽の撤去費用の補助を必要に応じ て上乗せし ている 。  
今後も 引き 続き 補助制度の活用を周知する など 、 合併処理浄化槽の普及を推進する 。  

 
 
 

（ １ ） 補助の対象地域 

　 　 　 公共下水道供用済み区域及び大型浄化槽で共同処理を する 区域以外の区域 

（ ２ ） 補助対象の合併処理浄化槽 

　 　 法律で規定さ れた構造基準に適合し 、 専用住宅及び併用住宅（ 延べ床面積の 2 分の 1 以上

を住居の用に供する 建物） に設置さ れる も の。  

（ ３ ） 補助金額 

①公共下水道計画予定処理区域外に設置する 場合 
【 新築家屋に設置する 場合又は合併処理浄化槽から 転換する 場合】  

 
【 単独処理浄化槽から 転換する 場合】  

　 　 　  
【 汲み取り 便槽から 転換する 場合】  

 ※1　 11～50 人槽は高度処理型浄化槽( 窒素ま たはリ ン 除去型） に限る 。  
※2  単独処理浄化槽の撤去に対する 補助金を受ける には、 既存の単独処理浄化槽を 掘り 起こ し て完全に撤去 

する 必要がある 。  
 

②公共下水道計画予定処理区域内に設置する 場合 
【 新築、 転換に関わら ず】  

 
 

 
 
 

 　  5 人槽 7 人槽  10～50 人槽　 ※1 

  補助金額  168, 000 円 207, 000 円 276, 000 円

 　 5 人槽 7 人槽  10～50 人槽　 ※1

 設置に対する 補助金額 332, 000 円 414, 000 円 548, 000 円

 既存単独処理浄化槽の撤去

に対する 補助金額  ※2
 90, 000 円

 
配管工事に対する 補助金額

 300, 000 円（ 住宅の建て替えなし ）  
  60, 000 円（ 住宅の建て替えあり ）

 　 5 人槽 7 人槽  10～50 人槽　 ※1

 設置に対する 補助金額 332, 000 円 414, 000 円 548, 000 円 

 配管工事に対する 補助金額  60, 000 円

 

 　  5 人槽 7 人槽 10 人槽

 補助金額  110, 000 円  138, 000 円 182, 000 円

【 伊勢市浄化槽設置整備事業補助金（ 令和 7 年 4 月 1 日現在）】

※　 地理的条件等によ り 公共下水道の整備が困難な区域に設置する と き は、 ①と し て取扱う 。
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５ 　 共同汚水処理施設の適正管理 
住民組織が管理運営し 、 適正に管理さ れている 団地等の共同汚水処理施設の修繕費について、 対

象事業費の 3 分の 1 を上限に補助し ている 。  
ま た、 現行制度の効果検証を行い、 よ り 効果的な維持管理を 促進する ため、 必要に応じ て補助制

度の見直し を行う 。  
 

【 伊勢市共同汚水処理施設修繕工事補助金（ 令和 7 年 4 月 1 日現在）】  

 
 

 

 ③　 合併処理浄化槽のこ んなと こ ろがすごい！
  

単独処理浄化槽ま たは汲み取り 便槽から 合併処理浄化槽に転換する メ リ ッ ト はたく さ んあり

ま す。し 尿以外の生活雑排水を 処理せず流す単独処理浄化槽や汲み取り 便槽は、環境に対し て大

き な負荷を与える こ と になる ので、 補助金等を活用し 合併処理浄化槽への転換をお願いし ま す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 項目 内容

 補助対象者 本市の住民で組織さ れた団体

 
補助対象と なる 浄化槽

水質汚濁防止法に基づく 指定地区特定施設である 201 人槽以上

の住居用の浄化槽で設置後 7 年以上を 経過し 、 適正に管理さ れ

ている も の

 
補助対象事業

ス ク リ ーン、 脱水機、 沈砂槽、 その他汚水の前処理に必要な設

備、 消毒設備、 その他汚水処理設備、 脱臭設備、 換気、 除じ ん

等に必要な設備等

 交付対象事業費の下限 30 万円以上

 補助限度額 300 万円

 補助割合 1/3

出典： 環境省

家庭から 出る 水の汚れを、  
単独処理浄化槽の 8 分の 1 
に減ら すこ と ができ る

単独処理 
浄化槽 合併処理浄化槽

水洗ト イ レ で 
快適生活！

強化プラ ス チッ ク 性で、  
強度・ 耐久性も ばっ ちり ！

取り 付け工事が簡単！ 
すぐ に設置でき ま す

■合併処理浄化槽は災害にも 強い！ 
・ 分散処理のため長い管渠は不要であ り 、 地震等の災害への対応力が高い。 
・ 過去の震災においても 、 合併処理浄化槽の破損率は低い。  
・ 全損率が低いため、 応急措置によ り 個別に復旧し やすい。

１ ２

３ ４
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第５ 章  し 尿・ 浄化槽汚泥の処理計画　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  
 

１ 　 現況 
本市のし 尿及び浄化槽汚泥は、全量を 伊勢広域環境組合のし 尿処理施設である ク リ ーンセンタ ー

で処理し ている 。 こ の施設は平成 4 年 3 月に竣工の高負荷脱窒素+高度処理（ 砂ろ過+活性炭吸着）

によ る 270kL/日（ し 尿： 170kL/日、 浄化槽汚泥： 100kL/日） の施設である 。  
ク リ ーンセンタ ーで処理し た後、 し 尿・ 浄化槽汚泥の最終処分については、 その残渣を 堆肥化ま

たは、 セメ ント 等の材料と し て再利用し ている 。 ま た、 本市のし 尿・ 浄化槽汚泥の収集・ 運搬につ

いては、 伊勢市合理化事業計画に基づく 処理区域ごと に許可業者が実施し ている 。  

 
２ 　 し 尿・ 浄化槽汚泥の処理見込み 

収集・ 運搬・ 最終処分については、 現在の処理体制で実施する も のと する 。 し 尿・ 浄化槽汚泥の

処理見込みは次のと おり と する 。   
 
【 表 5-2-1　 し 尿・ 浄化槽汚泥の処理見込み】 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （ 単位： kL)  

( 端数処理のため合計と 内訳が合わない場合がある ) 　   
   

 

 ④　 浄化槽の維持管理
  

浄化槽は、 し 尿や生活雑排水を き れいにし 、 水環境の保全に大き な役割を果たし ていま す。  

し かし 、 微生物の働き を利用し ている ため、 適切な維持管理を行わないと 機能が低下し 、 水

質汚濁の原因と なり ま す。 そのため、 浄化槽管理者には、 清掃、 保守点検、 法定検査の維持管

理を 行う こ と が法律で義務付けら れていま す。 大切な水環境を守る ために、 浄化槽の正し い維

持管理を実施し ま し ょ う 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ ラ ス ト ： 環境省  

 
区分

令和 5 年度 
（ 実績）

令和 12 年度 
（ 見込み）

令和 17 年度 
（ 見込み）

 し 尿 4, 620 2, 769 1, 567

 浄化槽汚泥 27, 298 21, 656 18, 726

 合計 31, 919 24, 425 20, 293

 【 表 5-1-1　 ク リ ーンセンタ ーにおける し 尿・ 浄化槽汚泥の処理状況（ 伊勢市分）】 ( 単位： kL)  

資料　 伊勢広域環境組合　 ( 端数処理のため合計と 内訳が合わない場合がある )  

 区分 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

 し 尿 7, 072 6, 308 5, 817 5, 331 5, 125 4, 860 4, 620

 浄化槽汚泥 32, 640 31, 367 31, 431 30, 916 30, 078 29, 363 27, 298

 合計 39, 712 37, 676 37, 248 36, 247 35, 203 34, 223 31, 919

詳細はこ ちら から  
☟ 

  
（ 伊勢市ホームページ）

検索伊勢市　 浄化槽維持管理
清掃 保守点検・ 法定検査
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第６ 章  啓発等　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  
 
１ 　 住民に対する 広報・ 啓発活動など  

生活排水対策の必要性、 浄化槽管理の重要性等について住民に周知を 図る ため、 定期的な広報・

啓発活動を実施する 。 特に、 台所での対策等、 家庭ででき る 対策について、 イ ベント 、 地域ごと の

集会や環境学習等を 通じ て普及啓発を 図る 。公共下水道については、供用開始後の早期接続の促進、

浄化槽については、 定期的な保守点検、 清掃及び定期検査の徹底について、 広報など を通じ てその

徹底に努める 。  
実施方法と し ては、 行政が行う こ と はも と よ り 、 市民、 事業所、 行政など の協働によ る 取り 組み

を推進する 。ま た、市民主体で構成さ れる 伊勢市環境会議を はじ め、事業者など と も 連携・ 協力し 、

自然環境や生活環境の保全・ 向上を目指すと と も に、情報共有やネッ ト ワ ーク 形成の場の構築を図

る 。  
計画の策定や見直し には市民の意向を 把握する こ と が重要である ため、必要に応じ て生活排水に

関する アンケート 調査を行う 。  
 

【 実施事業】  
①各種イ ベント などでの啓発 

環境フ ェ アなど 各種イ ベント での啓発ブース の出展、川や海の水質検査、水生生物によ る 水質

調査、 水辺の生き 物調査、 河川観察イ ベント 、 浄化センタ ーの施設見学など を実施する 。  
②講習会の実施 

家庭での発生源対策についての講習会、 料理く ずを出さ ないク ッ キング教室などを 実施する 。 
③環境教育の推進 

小学 4 年生を対象にし た副読本の発行及び配布、 小・ 中学校への出前講座、 生物観察会など 親

子参加型体験を通じ た啓発など を行う 。  
　 ④生活排水に関する アンケート 調査の実施 

水質汚濁や生活排水対策への関心及び生活排水処理方法等について広く お聞き し 、効果的な啓

発を 行う 。  
⑤環境調査及び結果の公表など 一般的な啓発活動 

環境基準点においては、国及び三重県が水質測定を実施し ている と こ ろである が、市において

も 測定し 、 河川の状態をよ り き め細かく 把握し 調査結果を公表する 。  
⑥その他の取組 

宮川のき れいな水を 勢田川へ導水する 宮川導水事業や浚渫などを 関係機関と 連携し 行う 。  
 

 

 ⑤　 勢田川環境マッ プブッ ク
  

伊勢市では、 令和 7 年度に「 勢田川環境マッ プブッ ク 」 を更新し ま す。 こ のマッ プブッ ク は、

勢田川のプロ フィ ールや川に棲む生き 物など を 分かり やすく 解説し 、 紹介する も のです。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

詳細はこ ちら から  
☟ 

  
（ 伊勢市ホームページ）

検索勢田川環境マッ プブッ ク
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■用語集                                                  　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
参考資料： 環境省、 国土交通省 HP 等 

【 河川における 環境基準】  
水質汚濁に係る 環境基準は生活環境に関する 基準（ pH、 BOD、 SS、 DO、 大腸菌数） に基づき 、

河川の場合は6つの類型に分けら れる 。 AAが最も き れいで、 次いでA、 B、 C、 D、 Eの順と なる 。 BOD

は75％値、 大腸菌数は90%値、 その他のpH、 SS、 DOについては、 平均値によ り 評価さ れる 。  

（ 注）  
1　 自然環境保全 ： 自然探勝等の環境保全 
2　 水道 1 級  　  ： ろ過等によ る 簡易な浄水操作を行う も の 

水道 2 級  　  ： 沈殿ろ過等によ る 通常の浄水操作を行う も の 
水道 3 級 　  ： 前処理等を 伴う 高度の浄水操作を行う も の 

3  水産 1 級 ： ヤマメ 、 イ ワ ナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産 2 級及び水産 3 級の 
水産生物用 

水産 2 級  ： サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産 3 級の水産生物用 
水産 3 級 ： コ イ 、 フ ナ等、 β―中腐水性水域の水産生物用 

4  工業用水 1 級 ： 沈殿等によ る 通常の浄水操作を行う も の 
工業用水 2 級 ： 薬品注入等によ る 高度の浄水操作を 行う も の 
工業用水 3 級 ： 特殊の浄水操作を行う も の 

5  環境保全 ： 国民の日常生活（ 沿岸の遊歩等を含む。） において不快感を生じ ない限度 
 

 
項目 利用目的の適応性

基準値

 pH BOD SS DO 大腸菌数

 
AA

水道1級 
自然環境保全及びＡ 以下の
欄に掲げる も の

6. 5以上 
8. 5以下

1㎎/L 
以下

25㎎/L 
以下

7. 5㎎/L 
以上

20CFU/ 
100mL以下

 

A

水道2級 
水産1級 
及びＢ 以下の欄に掲げる も
の

6. 5以上 
8. 5以下

2㎎/L 
以下

25㎎/L 
以下

7. 5㎎/L 
以上

300CFU/ 
100mL以下

 

B

水道3級 
水産2級 
及びＣ 以下の欄に掲げる も
の

6. 5以上 
8. 5以下

3㎎/L 
以下

25㎎/L 
以下

5㎎/L 
以上

1, 000CFU/ 
100mL 以下

 
C

水産3級 
工業用水1級及びＤ 以下の欄
に掲げる も の

6. 5以上 
8. 5以下

5㎎/L 
以下

50㎎/L 
以下

5㎎/L 
以上

―

 
D

工業用水2級 
農業用水及びＥ の欄に掲げ
る も の

6. 0以上 
8. 5以下

8㎎/L 
以下

100㎎/L 
以下

2㎎/L 
以上

―

 
E

工業用水3級 
環境保全

6. 0以上 
8. 5以下

10㎎/L 
以下

ごみ等の浮
遊が認めら
れないこ と

2㎎/L 
以上

―
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【 水系】  
水系と は、河川の上流部から 小さ な河川が合流し 、合流を繰り 返し ながら 徐々に海へ向かう に

し たがい、 大き な河川と なっていく 、 こ れら 一群の河川を合わせた単位。  

 
　  
【 水系名】  

同じ 流域内にある 本川、 支川、 派川およ びこ れら に関連する 湖沼を総称し て「 水系」 と いう 。

その名称は、 本川名をと っ て宮川水系など と いう 呼び方が用いら れる 。  
 
【 流域】  

流域と は、 雨や降雪がその河川に流入する 全地域（ 範囲） のこ と 。 集水区域と 呼ばれる こ と も

ある 。  
 
【 本川】  

本川と は、 流量、 長さ 、 流域の大き さ など が、 も っと も 重要と 考えら れる 、 ある いは最長の河

川を いう 。  
 

【 支川】  
支川と は、 本川に合流する 河川をいう 。 ま た、 本川の右岸側に合流する 支川を「 右支川」、 左

岸側に合流する 支川を「 左支川」 と 呼ぶ。 さ ら に、 本川に直接合流する 支川を 「 一次支川」、 一

次支川に合流する 支川を「 二次支川」 と 、 次数を 増やし て区別する 場合も ある 。  
 

【 派川】  
派川と は、 本川から 分かれて流れる 河川を いう 。  

 
【 pH（ 水素イ オン濃度）】  

pHと は、 水溶液中の水素イ オン濃度をあら わす数値。 pH＜7 の場合は酸性、 pH＝7 の場合は中

性、 pH＞7 の場合はアルカリ 性と なる 。  
 

【 BOD（ 生物化学的酸素要求量）】  
BODと は、 水中の汚濁物質を微生物が分解する と き に消費さ れる 酸素の量で、 値が大き いほど

汚れている こ と を 示す。  
一般的に、渓流等の清水域に生息する イ ワ ナやヤマメ など は 2mg/L 以下、比較的汚濁に強いコ

イ やフ ナなど では 5mg/L 以下が必要と さ れている 。  
 

【 SS（ 浮遊物質量）】  
SS と は、 水中に浮遊ま たは懸濁し ている 直径 2mm 以下の不溶解性の粒子物質のこ と で、 SS が

多い場合は水の濁り や太陽光線の透過を 妨げたり 、魚類のえら を塞ぎ、窒息死さ せる 危険がある 。 
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【 DO（ 溶存酸素量）】  
DOと は、 水中に溶け込んでいる 酸素の量で、 河川等の自浄作用や水生生物にと っ ては不可欠

なも のである 。 一般的に、 魚介類が生存する ためには 3mg/L 以上、 好気性微生物が活発に活動す

る ためには 2mg/L 以上が必要と いわれており 、 それ以下では悪臭が発生する と いわれている 。  
 

【 大腸菌数】  
大腸菌数は、よ り 的確に水中のし 尿汚染を 捉える こ と ができ る 指標と し て、大腸菌群数に代わ

っ て 令和 4 年度か ら 使わ れて い る 。 大腸 菌数に 用い る 単位は CFU（ コ ロ ニ ー形成単位

（ Col onyFormi ngUni t ）） /100mL で表し 、 大腸菌数を 培地で培養し 、 発育し たコ ロ ニー数を 数え

る こ と で算出する 。  
 
【 汚濁負荷量】  

水環境に流入する 陸域から 排出さ れる 有機物や窒素、リ ン等の汚濁物質量をいい、総量規制や

排水処理設備の設計の際に用いら れる 。一般的には、汚濁物質の時間ある いは日排出量で表わし 、

「 汚濁負荷量＝汚濁濃度×排水量」 で計算する 。工場や事業場など から の排水や排ガス について

は、 濃度によ る 規制が多いが、 たと え濃度が小さ く ても 、 排出量が大き ければ環境に与える 影響

は大き く なる ため、 通常環境への影響を 推定する 場合は汚濁負荷量を用いる 。  
 



 

伊勢市合理化事業計画（旧伊勢市地域分及び小俣町地域分）の策定について 

   

１ 計画策定の目的 

  本市の一般廃棄物（し尿等）収集運搬業等事業者は、下水道の普及により大きな影響を

うけてきた。その影響への対処は、これらの業務に携わる事業者の経営努力を基本とする

が、本市は、その経営に与える影響に対し支援策を実施し、将来にわたりし尿等の適正な

処理を確保するとともに、一般廃棄物（し尿等）収集運搬業等事業者の業務の安定を保持

するために計画を策定している。なお、本市の合理化事業は合併前の市町ごとに実施して

おり、今回、旧伊勢地域分及び小俣町地域分（以下「当該地域」という。）の現行計画が

最終年を迎えることから策定するものである。 

 

２ 一般廃棄物（し尿等）収集運搬業等の業務の事業転換の推進 

  当該地域の一般廃棄物（し尿等）収集運搬業等事業者が取り扱うし尿等は、下水道整備

計画により、下表のとおり減少すると予測される。このため、減少量に相当する業務を支

援業務として提供し、事業者の経営基盤を強化するとともに他業種への事業転換を促進す

る。 

 

３ 支援の方法 

支援策として燃えるごみ及び資源物収集運搬業務の提供を引き続き実施する。 

  支援量算定の考え方としては、下水道整備前の処理量を「基準処理量」として定め、基

準処理量からの減少量を対象に支援を講ずる。減少量を台数換算し「支援相当台数」とし

て、要支援業務量を算出する。 

 基準処理量 
下水道整備計画 

終了時点の処理量 

減少量 

（支援相当台数） 

旧伊勢 

（4 業者） 
56,034kl/年 18,917kl/年 

37,117kl/年 

（16.6 台分）※ 

小俣町 

（2 業者） 
7,582kl/年 551kl/年 

7,031kl/年 

（3.1 台分）※ 

 ※事業者と協議して決めた 2,240kl を 1 台あたりの年間処理量として台数換算。 

 

４ 支援業務の提供期間 

  当該地域の支援業務の提供期間は、別表１及び２のとおり業務ごとに５年間を基本とし、

最長 10 年間を目安に調整している。提供期間は、旧伊勢市地域分は令和 12 年度、小俣町

地域分は令和９年度までとしており、本市の合理化事業計画は同年度をもって終了を予定

している。 

教育民生委員協議会 資料 2-1 

令和７年８月 26日 

担当：環境生活部環境課 



 

【旧伊勢地域】                                                                                （別表１） 

要処理量等の実績及び見込み 

 

 

支援業務内訳（令和６年度までは実績、令和７度以降は計画） 

 

※1 以後の業務実施の観点から延長する。 

※2 転換状況を勘案し必要に応じて延長する。 

 

 

（単位　処理量：kl、業務量：台）

H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度
現行の下水
道整備計画
終了時

計画値 46,086 42,057 40,684 39,306 38,016 37,438 36,299 35,293 34,229 33,080 35,444 34,480 33,476 32,311 30,839 30,164 29,512 28,884 28,278 26,255 25,425 24,403 23,579 22,757 18,917

実績値 45,329 44,063 42,271 40,572 38,788 37,994 37,667 36,960 36,502 34,142 33,811 32,569 32,270 31,126 30,856 30,015 28,209 28,678 － － － － － － －

計画値 9,948 13,977 15,350 16,728 18,018 18,596 19,735 20,741 21,805 22,954 20,590 21,554 22,558 23,723 25,195 25,870 26,522 27,150 27,756 29,779 30,609 31,631 32,455 33,277 37,117

実績値 10,705 11,971 13,763 15,462 17,246 18,040 18,367 19,074 19,532 21,892 22,223 23,465 23,764 24,908 25,178 26,019 27,825 27,356 － － － － － － －

計画値 4.4 6.2 6.9 7.5 8.0 8.3 8.8 9.3 9.7 10.2 9.2 9.6 10.1 10.6 11.2 11.5 11.8 12.1 12.4 13.3 13.7 14.1 14.5 14.9 16.6

実績値 4.8 5.3 6.1 6.9 7.7 8.1 8.2 8.5 8.7 9.8 9.9 10.5 10.6 11.1 11.2 11.6 12.4 12.2 － － － － － － －

計画値 2.0 4.0 6.0 7.0 8.0 9.1 9.1 9.1 9.1 10.2 10.2
10.2

（4.0）
11.3

（4.0）
14.3

（4.0）
17.9

（9.1）
17.9

（9.1）
17.9

（9.1）
17.9

(9.1)
17.9

(9.1)
17.9

（10.2）
17.9

（10.2）
17.9

（10.2）
17.9

(11.3)
17.9

(11.3)
0

実績値 2.0 4.0 6.0 7.8 9.1 9.1 9.1 9.1 9.1 10.2 10.2 10.2 11.3 13.7 17.9 17.9 17.9 17.9 － － － － － － －

要処理量

減少量

要支援業務量
(終了予定分含む)

支援業務量
(うち終了予定分)

第一期 第二期 第三期 第四期 第五期

（単位：台）

H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度

2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 ※1 2.0

2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0

2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 ※1 2.0 ※1 2.0

1.8 1.8 1.8 1.8 1.8 1.8 1.8 1.8 1.8 1.8 ※1 1.8

1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3

1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 ※2 1.1 ※2 1.1 ※2 1.1 ※2 1.1 ※2 1.1

1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 ※2 1.1 ※2 1.1 ※2 1.1 ※2 1.1 ※2 1.1

2.4 2.4 2.4 2.4 2.4  ※2 2.4 ※2 2.4 ※2 2.4 ※2 2.4 ※2 2.4 ※1 2.4

4.2 4.2 4.2 4.2 4.2 ※2 4.2 ※2 4.2 ※2 4.2 ※2 4.2 ※2 4.2

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.0 4.0 4.0 9.1 9.1 9.1 9.1 9.1 10.2 10.2 10.2 11.3 11.3 17.9

2.0 4.0 6.0 7.8 9.1 9.1 9.1 9.1 9.1 10.2 10.2 10.2 11.3 13.7 17.9 17.9 17.9 17.9 17.9 17.9 17.9 17.9 17.9 17.9 17.9計

ｶﾞﾗｽ・くずびん類、陶磁器類

燃えるごみA・缶金属類

燃えるごみB

燃えるごみC

支援終了分（転換済）

資源びん

紙類・布類

プラ容器

プラ容器（増加分）

ペットボトル

第一期 第二期 第三期 第四期 第五期



 

【小俣町地域】                                                                                （別表２） 

要処理量等の実績及び見込み 

 
                 ※1 小俣衛生の廃業に伴い減少。 
 

 

支援業務内訳（令和６度までは実績、令和７年度以降は計画） 

 
※1 以後の実施の観点から必要に応じて延長する。 

※2 転換状況を勘案し必要に応じて延長する。 

※3 小俣衛生への支援終了分は除く。 

単位 処理量：kl、業務量：台

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
現行の下
水道計画
終了時

計画値 6,041 6,062 5,524 4,985 4,449 3,927 ※1 3,642 3,559 3,534 3,298 3,047 2,587 2,736 2,617 2,504 2,397 2,296 1,579 1,471 551

実績値 5,243 5,843 5,197 4,928 4,541 4,458 3,641 3,159 3,294 3,070 2,997 3,101 2,645 2,444 2,229 2,030 － － － －

計画値 3,798 3,777 4,315 4,854 5,390 5,912 3,940 4,023 4,048 4,284 4,535 4,995 4,846 4,965 5,078 5,185 5,286 6,003 6,111 7,031

実績値 4,596 3,996 4,642 4,911 5,298 5,381 3,941 4,423 4,288 4,512 4,585 4,481 4,937 5,138 5,353 5,552 － － － －

計画値 1.7 1.7 1.9 2.2 2.4 2.6 1.8 1.8 1.8 1.9 2.0 2.2 2.2 2.2 2.3 2.3 2.4 2.7 2.7 3.1

実績値 2.1 1.8 2.1 2.2 2.4 2.4 1.8 2.0 1.9 2.0 2.0 2.0 2.2 2.3 2.4 2.5 － － － －

計画値 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 1.8 1.8 1.8 1.8 1.8 0

実績値 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 1.8 1.8 － － － －

 要処理量

 減少量

 要支援業務量

 支援業務量

第一期 第二期 第三期 第四期

単位：台

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4

0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 ※1 0.6 ※1 0.6 ※1 0.6 ※1 0.6

0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 ※2 0.4 ※2 0.4 ※2 0.4

1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 ※2 1.4 ※2 1.4 ※2 1.4 ※2 1.4 ※2 1.4

0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 ※2 0.4 ※2 0.4 ※2 0.4  ※2 0.4  ※2 0.4

※3 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 2.8

1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8

第一期 第二期 第三期 第四期

支援終了分（転換済）

計

資源物A

資源物B

資源物C

燃えるごみA

燃えるごみB



旧伊勢市－ 1

伊勢市合理化事業計画（第五期旧伊勢市地域分）

１．目的

一般廃棄物（し尿等）収集運搬業等事業者は、本市の下水道の普及により大きな影響を受

けてきた。その影響への対処は、これらの業務に携わる事業者の経営努力を基本とするが、

本市は、その経営に与える影響に対し支援策を実施し、将来にわたりし尿等の適正な処理

を確保するとともに、一般廃棄物（し尿等）収集運搬業等事業者の業務の安定を保持するこ

とを目的として、本計画を策定する。

２．旧伊勢市地域の状況

旧伊勢市地域の面積は 178.97k ㎡（伊勢市 208.35k ㎡）、令和 6 年 3 月 31 日現在の人口

は 82,431 人（伊勢市 119,706 人）である。

３．旧伊勢市地域の一般廃棄物（し尿等）収集運搬業等の沿革及び現在の状況

旧伊勢市地域のし尿等の処理業務は、昭和 30 年代から許可制となり現在に至っている。

令和 5 年度のし尿等の処理量は 28,209kl であり、業務は別表 1 の 4 業者に別表 2に示すと

おり区域を限定して許可されている。

４．下水道整備等の見通し

旧伊勢市地域の下水道は、平成 11 年に開始され現在に至っている。普及率は令和 5 年度

末現在 48.3％である。下水道整備計画としては別表 3 のとおり、令和 12 年度末に 56.4％

を目指している。

５．し尿等の要処理量の見通し

旧伊勢市地域の下水道整備計画に基づく下水道普及率の伸びに伴い、し尿等の要処理量

は別表 3のとおり減少すると予測される。

６．し尿等の処理体制の水準

旧伊勢市地域の年度別のし尿等の要処理量及び処理体制は別表 4 のとおり推移し、令和

5 年度流域関連伊勢市公共下水道全体計画見直し後の下水道整備計画（以下、「現行の下水

道整備計画」という。）の終了時点では 18,917kL（8.4 台分）になる見通しである。

７．一般廃棄物（し尿等）収集運搬業等の経営の見通し

旧伊勢市地域における一般廃棄物（し尿等）収集運搬業務等は許可制であり、現行の下水

道整備計画に基づく普及率の向上により別表 4 のとおり影響を受けると見込まれる。

教育民生委員協議会 資料 2-2

令和７年８月 26日

担当：環境生活部環境課



旧伊勢市－ 2

８．合理化事業の内容等

（１）平成 19年度から令和 7 年度までの支援（第一 ～ 四期計画）

旧伊勢市地域においては、下水道供用開始前に 56,034kl（平成 8年度から平成 10年

度の平均）あった処理量が、下水道整備計画終了時には 18,917kl に減少すると予測し、

その影響に対する事業転換の支援策として、燃えるごみ及び資源物収集運搬業務の支

援策を実施し、事業者の経営基盤を強化するとともに他業種への事業転換を促進して

きた。

（２）目標

一般廃棄物（し尿等）収集運搬業等事業者が取り扱うし尿等の要処理量は、現行の

下水道整備計画終了時には 18,917kl（8.4 台分）になる見込みであることを踏まえ、

別表 5 のとおり支援策を実施することにより、事業者の経営基盤を強化するとともに

他業種への事業転換を促進する。

し尿等処理体制の規模縮小については、所有車両の運用状況・見込み等を踏まえて

減車へ向け調整を行う。

（３）支援対象

別表１の業者を対象とする。

（４）支援期間

令和 8 年度から令和 12 年度までとする。

（５）支援の方法

別表 5 のとおり、燃えるごみ及び資源物収集運搬業務を代替業務として提供する。



旧伊勢市－ 3

（別表１）

し尿等の処理許可業者名簿（旧伊勢市地域分）

令和 7 年 4 月 1 日現在

※計画対象台数：支援開始された現社分を差し引き合理化事業の対象となる台数。

現許可台数 （左の内訳） 予備車両 （左の内訳）

伊勢市清掃㈱
　平川　圭吾

伊勢市通町605番地
（0596-22-4141）

8
1.8kl×3台
3.0kl×4台
3.7kl×1台

1 10.4kl×1台 計画対象台数2.8台

山田清掃㈲
　平川　泰輔

伊勢市中須町716番地1
（0596-24-3115）

4
1.8kl×2台
3.0kl×2台

2
3.0kl×1台
10.0kl×1台

計画対象台数1.9台

㈲近代清掃社
　北村　裕彦

伊勢市中島2丁目8番2号
（0596-22-1599）

5
1.8kl×4台
3.0kl×1台

1 6.3kl×1台 計画対象台数1.6台

中南勢清掃㈲
　角前　政見

伊勢市大湊町201番地
（0596-36-2212）

2
1.8kl×1台
3.0kl×1台

2
1.8kl×1台
10kl×1台

計画対象台数0.8台

合計 19 6 計画対象台数 7.1台

保有車両数業者名
（代表者名）

住所
（電話番号）

備考
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（別表２）

営業区域指定表（旧伊勢市地域分）

令和 7 年 4 月 1 日現在

許可事業者名
営業許可区域

(水質汚濁防止法に係る
201人槽以上の浄化槽）

中之町 中村町桜ヶ丘 古市町 久世戸町 倭町

尾上町 岡本2丁目 岡本3丁目 河崎1丁目 河崎２丁目

河崎３丁目 船江1丁目 船江２丁目 船江３丁目 船江４丁目

一之木1丁目 一之木２丁目 一之木３丁目 一之木４丁目 一之木５丁目

一志町 八日市場町 大世古1丁目 大世古２丁目 大世古３丁目

大世古４丁目 曽祢1丁目 曽祢２丁目 二俣町 二俣1丁目

二俣２丁目 二俣３丁目 二俣４丁目 宮川1丁目 宮川2丁目

神田久志本町 神久1丁目 神久２丁目 神久３丁目 神久４丁目

神久５丁目 神久６丁目 黒瀬町 通町 一色町

田尻町 楠部町 一宇田町 朝熊町 鹿海町

岡本町 岡本1丁目 岩渕町 岩渕１丁目 岩渕２丁目

岩渕３丁目 吹上1丁目 吹上２丁目 本町 常磐町

常磐1丁目 常磐２丁目 常磐３丁目 浦口町 浦口1丁目

浦口２丁目 浦口３丁目 浦口４丁目 神社港 竹ケ鼻町

小木町 下野町 有滝町 村松町 東大淀町

柏町 野村町 上地町 粟野町 中須町

川端町

馬瀬町 大湊町 西豊浜町 植山町 磯町

東豊浜町 樫原町 上野町 円座町 神薗町

横輪町 矢持町

宇治館町 宇治今在家町 宇治中之切町 宇治浦田町 宇治浦田１丁目

宇治浦田２丁目 宇治浦田３丁目 桜木町 豊川町 宮後町

宮後1丁目 宮後２丁目 宮後３丁目 宮町1丁目 宮町２丁目

辻久留町 辻久留1丁目 辻久留２丁目 辻久留３丁目 中島1丁目

中島２丁目 勢田町 藤里町 旭町 前山町

大倉町 佐八町 津村町 中村町

営業許可区域
(201人槽未満の浄化槽およびくみとり便槽に限る)

中南勢清掃（有）

伊勢市大湊町201番地
TEL　0596-36-2212

旧伊勢市地域全域

（有）近代清掃社

伊勢市中島2丁目8番2号
TEL　0596-22-1599

旧伊勢市地域全域

伊勢市清掃（株）

伊勢市通町605番地
TEL　0596-22-4141

旧伊勢市地域全域

山田清掃（有）

伊勢市中須町716番地1
TEL　0596-24-3115

旧伊勢市地域全域



旧伊勢市－ 5

（別表３）

し尿等の要処理量の見通し（旧伊勢市地域分）

（単位 人口：人、処理量：kl）

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

79,630 78,659 77,688 76,711 75,742 

51.8 53.3 54.3 55.4 56.4 

41,233 41,917 42,190 42,463 42,736 

33,052 33,707 33,967 34,227 34,487 

38,397 36,742 35,498 34,248 33,006 

8,181 8,210 8,223 8,236 8,249 

46,578 44,952 43,721 42,484 41,255 

浄化槽 40,351 39,186 38,313 37,476 36,643 

し尿 6,227 5,766 5,408 5,008 4,612 

計 46,578 44,952 43,721 42,484 41,255 

浄化槽汚泥 22,745 22,164 21,385 20,800 20,213 

し尿 3,510 3,261 3,018 2,779 2,544 

計 26,255 25,425 24,403 23,579 22,757 

年　　度

A 人　　口

B 下水道普及率（％）
   B=C/A

C 下水道普及人口

D 下水道水洗化人口

E 処理区域外人口
   E=A-C

F 区域内未直結人口
   F=C-D

G し尿等要処理人口
   G=E+F

H
し
尿
等
の
要
処
理
人

口

I
し
尿
等
の
要
処
理
量

(

k
l

)
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（別表４）

し尿等の処理体制の水準及び見通し（旧伊勢市地域分）

（単位 処理量：kl、車両台数：台）

※1 1 台当りの年間処理量は下水道供用開始前の実績値である。

2,240kl = 56,034kl（H8～10 年度の平均業務量）÷25 台（許可車両台数 21 台+予備車 4台）

※2 計画車両台数

7.1 台= 25 台(支援前車両台数)-9.1 台(第一期計画支援台数)-1.1 台(第二期計画支援台数) -3.5

台(第三期計画支援台数) -4.2 台（第四期計画支援台数）

※3 事業転換の支援による減車については、確認書等で定めた代替業務提供期間（5～10 年間）終了

後に実施する。

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度
現行の下水道整備

計画終了時

浄化槽汚泥 22,745 22,164 21,385 20,800 20,213 17,478

し尿 3,510 3,261 3,018 2,779 2,544 1,439

A 計 26,255 25,425 24,403 23,579 22,757 18,917

2,240 2,240 2,240 2,240 2,240 2,240

11.7 11.3 10.8 10.5 10.1 8.4

7.1 7.1 7.1 7.1 7.1 7.1

18 18 18 17 17 11

1 0 0 1 0 6

し
尿
等
の

要
処
理
量

E 現許可台数  ※3

F 減車計画台数

年　　度

B 1台当り年間処理量　※1

C 要処理車両台数
  C=A/B

D 計画車両台数　※2
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（別表５）

支援の方法

事業転換のための支援策として燃えるごみ及び資源物収集運搬業務の提供を実施する。支援業務の提供は下表のとおりとし、実績等を勘

案し調整する。

１．支援業務提供期間

支援業務の提供期間は、業務ごと（当該減少分ごと）に 5 年間を基本とする。第二期において提供を開始した業務については 10 年間

を基本とし、提供する業務内容、業務の以後の実施等を勘案し調整する。詳細は「4.支援業務内訳」のとおりとする。

２．支援量算定の考え方

下水道整備前の処理量を「基準処理量」として定め、基準処理量からの減少量を対象に支援を講ずる。支援業務 1 台分に相当する減少

量を「支援相当量」として定め、要支援業務量を算出する。

基準処理量 56,034 kl

支援相当量 2,240 kl

３．要処理量等の実績及び見込み

４．支援業務内訳（令和 6 年度までは実績、令和 7 年度以降は計画）

※1 以後の業務実施の観点から必要に応じて延長する。

※2 転換状況を勘案し必要に応じて延長する。

（単位　処理量：kl、業務量：台）

H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度
現行の下水

道整備計画

終了時

計画値 46,086 42,057 40,684 39,306 38,016 37,438 36,299 35,293 34,229 33,080 35,444 34,480 33,476 32,311 30,839 30,164 29,512 28,884 28,278 26,255 25,425 24,403 23,579 22,757 18,917

実績値 45,329 44,063 42,271 40,572 38,788 37,994 37,667 36,960 36,502 34,142 33,811 32,569 32,270 31,126 30,856 30,015 28,209 28,678 － － － － － － －

計画値 9,948 13,977 15,350 16,728 18,018 18,596 19,735 20,741 21,805 22,954 20,590 21,554 22,558 23,723 25,195 25,870 26,522 27,150 27,756 29,779 30,609 31,631 32,455 33,277 37,117

実績値 10,705 11,971 13,763 15,462 17,246 18,040 18,367 19,074 19,532 21,892 22,223 23,465 23,764 24,908 25,178 26,019 27,825 27,356 － － － － － － －

計画値 4.4 6.2 6.9 7.5 8.0 8.3 8.8 9.3 9.7 10.2 9.2 9.6 10.1 10.6 11.2 11.5 11.8 12.1 12.4 13.3 13.7 14.1 14.5 14.9 16.6

実績値 4.8 5.3 6.1 6.9 7.7 8.1 8.2 8.5 8.7 9.8 9.9 10.5 10.6 11.1 11.2 11.6 12.4 12.2 － － － － － － －

計画値 2.0 4.0 6.0 7.0 8.0 9.1 9.1 9.1 9.1 10.2 10.2
10.2

（4.0）
11.3

（4.0）
14.3

（4.0）
17.9

（9.1）
17.9

（9.1）
17.9

（9.1）
17.9

(9.1)
17.9

(9.1)
17.9

（10.2）
17.9

（10.2）
17.9

（10.2）
17.9

(11.3)
17.9

(11.3)
0

実績値 2.0 4.0 6.0 7.8 9.1 9.1 9.1 9.1 9.1 10.2 10.2 10.2 11.3 13.7 17.9 17.9 17.9 17.9 － － － － － － －

第一期 第二期 第三期 第四期 第五期

要処理量

減少量

要支援業務量
(終了予定分含
む)

支援業務量
(うち終了予定
分)

（単位：台）

H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度

2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 ※1 2.0

2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0

2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 ※1 2.0 ※1 2.0

1.8 1.8 1.8 1.8 1.8 1.8 1.8 1.8 1.8 1.8 ※1 1.8

1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3

1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 ※2 1.1 ※2 1.1 ※2 1.1 ※2 1.1 ※2 1.1

1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 ※2 1.1 ※2 1.1 ※2 1.1 ※2 1.1 ※2 1.1

2.4 2.4 2.4 2.4 2.4  ※2 2.4 ※2 2.4 ※2 2.4 ※2 2.4 ※2 2.4 ※1 2.4

4.2 4.2 4.2 4.2 4.2 ※2 4.2 ※2 4.2 ※2 4.2 ※2 4.2 ※2 4.2

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.0 4.0 4.0 9.1 9.1 9.1 9.1 9.1 10.2 10.2 10.2 11.3 11.3 17.9

2.0 4.0 6.0 7.8 9.1 9.1 9.1 9.1 9.1 10.2 10.2 10.2 11.3 13.7 17.9 17.9 17.9 17.9 17.9 17.9 17.9 17.9 17.9 17.9 17.9

第一期 第二期 第三期 第四期 第五期

資源びん

紙類・布類

プラ容器

プラ容器（増加分）

ペットボトル

ｶﾞﾗｽ・くずびん類、陶磁
器類

燃えるごみA・缶金属類

燃えるごみB

燃えるごみC

支援終了分（転換済）

計
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伊勢市合理化事業計画（第四期小俣町地域分）

１．目的

一般廃棄物（し尿等）収集運搬業等事業者は、本市の下水道の普及により大きな影響を受

けてきた。その影響への対処は、これらの業務に携わる事業者の経営努力を基本とするが、

本市は、その経営に与える影響に対し支援策を実施し、将来にわたりし尿等の適正な処理

を確保するとともに、一般廃棄物（し尿等）収集運搬業等事業者の業務の安定を保持するこ

とを目的として、本計画を策定する。

２．小俣町の状況

小俣町地域の面積は 11.56k ㎡（伊勢市 208.35k ㎡）、令和 6 年 3 月 31 日現在の人口は

20,925 人（伊勢市 119,706 人）である。

３．小俣町の一般廃棄物（し尿等）収集運搬業等の沿革及び現在の状況

小俣町地域のし尿汲み取り業務は、昭和 30年代から許可制となり、現在までその制度が

続いている。令和 5 年度のし尿等の処理量は 2,228kl であり、業務は別表１の３業者に別

表２に示す区域に限り許可されている。

４．下水道整備等の見通し

小俣町地域の下水道は、平成 10年に開始され現在に至っている。普及率は令和 5 年度末

現在 91.2％である。小俣町地域における現行の下水道整備計画としては別表 3 のとおり、

令和 9 年度末に 93.5％を目指している。

５．し尿等の要処理量の見通し

小俣町地域の下水道整備計画に基づく下水道普及率の伸びに伴い、し尿等の要処理量は、

別表 3 のとおり減少すると予測される。

６．し尿等の処理体制の水準

小俣町地域の年度別のし尿等の要処理量及び処理体制は別表 4 のとおり推移し、令和 5

年度流域関連伊勢市公共下水道全体計画見直し後の下水道整備計画（以下、「現行の下水道

整備計画」という。）の終了時点では 551kL（0.2 台分）になる見通しである。

７．一般廃棄物（し尿等）収集運搬業等の経営の見通し

小俣町地域における一般廃棄物（し尿等）収集運搬業等は許可制であり、下水道整備計画

に基づく普及率の向上により別表 4 のとおり影響を受けると見込まれる。

教育民生委員協議会 資料 2-3

令和７年８月 26 日

担当：環境生活部環境課
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８．合理化事業の内容等

（１）平成 21 年度から令和 7 年度までの支援（第一 ～ 三期計画）

小俣町地域においては、下水道供用開始前には 9,839kl（平成 7 年度から平成 9年度の平

均）あった処理量が下水道整備計画終了時には 551kl（0.2 台分）に減少すると予測し、そ

の影響に対する支援策として、燃えるごみ及び資源物収集運搬業務を提供すること、また

は廃業する事業者に転廃交付金及び過年度喪失利益補償金を交付することにより許可業者

数の適正化による合理化を図ってきた。

（２）目標

一般廃棄物（し尿等）収集運搬業等事業者が取り扱うし尿等の要処理量は、現行の下水

道整備計画により 551kL（0.2 台分）になる見込みであることを踏まえ、別表 5 のとおり

支援策を実施することにより、事業者の経営基盤を強化するとともに他業種への事業転換

を促進する。

し尿等処理体制の規模縮小については、所有車両の運用状況・見込み等を踏まえて減車

へ向け調整を行う。

（３）支援対象

別表 1の業者を対象とする。

（４）支援期間

令和 8年度から令和 9 年度までとする。

（５）支援の方法

別表 5のとおり、燃えるごみ及び資源物収集運搬業務を代替業務として提供する。
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（別表１）

し尿等の処理許可業者名簿（小俣町地域分）

令和 7 年 4 月 1 日現在

（別表２）

営業区域指定表（小俣町地域分）

令和 7 年 4 月 1 日現在

現許可台数 (左の内訳) 予備車両 (左の内訳)

㈱南部清掃
　奥村　剛

伊勢市小俣町宮前26番地2
（0596-22-4883）

2 1.8kl×2台 1 3.0kl×1台

㈲度会玉城衛生

　前川　昭

度会郡玉城町上田辺693番地1

（0596-58-4649）
1 1.8kl×1台 1 1.8kl×1台

伊勢市清掃㈱
　平川　圭吾

伊勢市通町605番地
（0596-22-4141）

8

1.8kl×3台

3.0kl×4台
3.7kl×1台

1 10.4kl×1台
旧伊勢市、二見町地域
許可分を含む

合計3社 11 3

保有車両数業者名
（代表者）

住所
（電話番号）

備考

許可事業者名
営業許可区域

（水質汚濁防止法に係る201人
槽以上の浄化槽）

第一部 栄町 共敬 東本町 西本町

北本町 南本町 上久保 上惣 新出

米子 明野第１・２ 明野第３・４ 明野第５ 下小俣

中小俣 大久保 新川原 松倉 高畑

掛橋 宮前 明野第3

六軒屋 湯田 東新村 西新村

営業許可区域
（201人槽未満の浄化槽およびくみとり便槽に限る）

陸上自衛隊明野駐屯地

許可区域なし

(株)南部清掃

伊勢市小俣町宮前26番地2
TEL　0596-22-4883

小俣町地域全域

(有)度会玉城衛生

度会郡玉城町上田辺693番地1
TEL　0596-58-4649

小俣町地域全域

伊勢市清掃(株)

伊勢市通町605番地
TEL　0596-22-4141

小俣町地域全域
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（別表３）

し尿等の要処理量の見通し（小俣町地域分）

（単位 人口：人 処理量：kl）

R8年度 R9年度

20,229 20,108

92.8 93.5

18,766 18,804

17,717 17,780

1,463 1,304

1,049 1,024

2,512 2,328

浄化槽 2,326 2,155

し尿 186 173

計 2,512 2,328

浄化槽汚泥 1,474 1,377

し尿 105 94

計 1,579 1,471

年　　度

A 人　　口

F 区域内未直結人口
　F=C-D

G 未接続人口
　G=E+F

し
尿
等
の
要
処

理
人
口
（

人
）

し
尿
等
の
要
処

理
量
（

k
l
）

B 下水道普及率（％）
　B=C/A

C 下水道普及人口

D 下水道水洗化人口

E 処理区域外人口
　E=A-C
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（別表４）

し尿等の処理体制の水準及び見通し（小俣町地域分）

（単位 処理量：kl 車両台数：台）

※1 １台当り年間処理量 2,240kl（旧伊勢市地域の基準を準用する）

2,240kl＝ 56,034kl（H8～10 年度の旧伊勢市の平均業務量）÷25 台（許可車両台数 21 台+予

備車 4 台）

※2 計画対象台数 0.6 台

0.6 台＝3.4 台（支援前要車両台数）-2.8 台（第一期～第三期計画における支援数）

※3 事業転換の援助による減車については、確認書等で定めた代替業務提供期間（5～10 年間）終

了後に実施する。

R8年度 R9年度
現行の下水道整備計

画終了時

浄化槽汚泥 1,474 1,377 544

し尿 105 94 7

A 計 1,579 1,471 551

2,240 2,240 2,240

0.7 0.7 0.2

0.6 0.6 0.6

11 11 10

0 0 1

年度

B 1台当り年間処理量　※1

C 要処理車両台数
    C=A/B

D 計画対象台数　※2

年
間
し
尿
等
の
要
処

理
量

E 現許可台数　※3

F 減車計画台数
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（別表５）

支援の方法

事業の転換のための支援策として燃えるごみ及び資源物収集運搬業務を実施する。支援業務の提供は下表のとおりとする。

１．支援業務提供期間

支援業務の提供期間は業務ごと（当該減少分ごと）に 5 年間を基本とする。第一期および第二期計画において提供を開始した業務につ

いては 10 年間を基本とし、提供する業務内容、業務の以後の実施等について勘案し調整する。

２．支援量算定の考え方

下水道整備前の処理量を「基準処理量」として定め、基準処理量からの減少量を対象に支援を講ずる。支援業務 1 台分に相当する減少

量を「支援相当量」として定め、要支援業務量を算出する。

※ A基準処理量については、小俣衛生が平成27 年 3月で廃業したため、平成 27

年度以降の基準処理量を変更する。

３．要処理量等の実績及び見込み

※1 平成 27年度は小俣衛生の廃業に伴い減少。

４．支援業務内訳（令和６年度までは実績、令和７年度以降は計画）

※1 以後の業務実施の観点から必要に応じて延長する。

※2 転換状況を勘案し必要に応じて延長する。

※3 小俣衛生への支援終了分は除く。

単位 処理量：kl、業務量：台

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
現行の下
水道計画
終了時

計画値 6,041 6,062 5,524 4,985 4,449 3,927 ※1 3,642 3,559 3,534 3,298 3,047 2,587 2,736 2,617 2,504 2,397 2,296 1,579 1,471 551

実績値 5,243 5,843 5,197 4,928 4,541 4,458 3,641 3,159 3,294 3,070 2,997 3,101 2,645 2,444 2,229 2,030 － － － －

計画値 3,798 3,777 4,315 4,854 5,390 5,912 3,940 4,023 4,048 4,284 4,535 4,995 4,846 4,965 5,078 5,185 5,286 6,003 6,111 7,031

実績値 4,596 3,996 4,642 4,911 5,298 5,381 3,941 4,423 4,288 4,512 4,585 4,481 4,937 5,138 5,353 5,552 － － － －

計画値 1.7 1.7 1.9 2.2 2.4 2.6 1.8 1.8 1.8 1.9 2.0 2.2 2.2 2.2 2.3 2.3 2.4 2.7 2.7 3.1

実績値 2.1 1.8 2.1 2.2 2.4 2.4 1.8 2.0 1.9 2.0 2.0 2.0 2.2 2.3 2.4 2.5 － － － －

計画値 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 1.8 1.8 1.8 1.8 1.8 0

実績値 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 1.8 1.8 － － － －

C 要処理量

D 減少量
   D=A-C

E 要支援業務量
   E=D/B

F 支援業務量

第一期 第二期 第三期 第四期

単位：台

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4

0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 ※1 0.6 ※1 0.6 ※1 0.6 ※1 0.6

0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 ※2 0.4 ※2 0.4 ※2 0.4

1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 ※2 1.4 ※2 1.4 ※2 1.4 ※2 1.4 ※2 1.4

0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 ※2 0.4 ※2 0.4 ※2 0.4  ※2 0.4  ※2 0.4

※3 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 2.8

1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8

第一期 第二期 第三期 第四期

支援終了分（転換済）

計

資源物A

資源物B

資源物C

燃えるごみA

燃えるごみB

平成 26 年度まで 平成 27 年度以降 ※

A 基準処理量 9,839 kl 7,582 kl

B 支援相当量 2,240 kl 2,240 kl



伊勢市障がい者基幹相談支援センターの指定管理について

1. 障がい者基幹相談支援センターについて

（1）センターの機能

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、地

域における障がい者の相談支援の中核的な役割を担う機関

① 総合的・専門的な相談支援

② 地域の相談支援従事者に対する相談助言

③ 地域の関係機関等の連携の緊密化を促進する業務

④ 障がい者の権利擁護および虐待防止に関する業務

（2）設置日および場所

設置日 令和５年５月８日

場所 伊勢市宮後１丁目１番 35号 MiraISE（ミライセ）

伊勢市健康福祉ステーション７階 福祉総合支援センターよりそい内

（3）指定管理者および指定期間

社会福祉法人 三重済美学院

令和５年５月８日から令和８年３月３１日まで（３年間）

２．次期指定管理者の公募状況

令和７年６月～７月 公募を行うも応募者なし。

３．今後の方向性

令和８年度は市の直営も含めて検討していく。
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伊勢市人権教育基本方針の改定（案）について 

 

 

１　経過等 

　　様々な人権課題に係る法整備や「差別を解消し、人権が尊重される三重をつ

くる条例」の施行といった国や県の動向を踏まえ、すべての人の人権が守られ

る差別のない社会の実現のため、市民一人ひとりが自らの人権意識を高める取

組を推進すべく、「伊勢市人権教育基本方針の見直しに係る意見聴取会議」に

おいて内容の検討を行いながら、見直しを行うものである。 

 

２　改定に際しての基本的な考え方 

　　現行の方針の基本的な考え方は踏襲しつつ、社会情勢の変化や「伊勢市人権

施策基本方針」の内容を踏まえ、人権教育基本方針の見直しを行う。 

 

３　主な改定の内容 

 (1)　「学校教育における人権教育」と「社会教育における人権教育」の２つの

柱で整理を行う。 

 (2)　「学校教育における人権教育」の方針を具体的な表記に改める。 

 (3)　「社会教育における人権教育」の方針を「伊勢市人権施策基本方針」にそ

ろえ、整理を行う。 

 

４　パブリックコメントの実施 

 (1)　実施予定期間　　令和７年９月16日（火）～令和７年10月16日（木） 

 (2)　予定縦覧場所　　伊勢市役所（本館１階、２階総務課）、各総合支所生活

福祉課、各支所、伊勢図書館、小俣図書館、生涯学習セン

ターいせトピア、二見生涯学習センター、伊勢市教育委員

会事務局学校教育課、朝熊教育集会所、黒瀬教育集会所

（以上21か所） 

 

５　今後の予定 

　令和７年９月16日～令和７年10月16日　　パブリックコメントの実施 

　令和７年11月　　伊勢市人権教育基本方針の見直しに係る意見聴取会議 

　令和８年１月　　定例教育委員会 

　令和８年２月　　教育民生委員協議会報告 

　令和８年２月　　定例教育委員会 

　令和８年３月　　基本方針改定及び公表
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1 

　　　伊勢市人権教育基本方針（改定案） 

 

20 世紀は、2度にわたる世界大戦の惨禍を経験し、人権の尊重こそが平和の基礎である

という、貴重な教訓を得ました。国際連合は、この教訓を形あるものにするため、昭和 23

年（1948 年）に「世界人権宣言」を採択し、あらゆる人々の人権を守ることを加盟国に求

めるとともに、その精神を世界に発信しました。その後、国際人権規約をはじめとする人

権に関する多くの条約を採択し、人権が尊重される社会の実現に向けて取組を進めてきま

した。 

また、国際連合は、21 世紀に向けて人権という普遍的文化の創造をめざし、平成 6 年

（1994 年）「人権教育のための国連 10 年」を決議しました。この取組は、「人権の世紀」と

言われる 21 世紀に引き継がれ、平成 17 年（2005 年）からは、「人権教育のための世界プロ

グラム」として今日に至り、加えて、持続可能な開発目標の土台にも人権が据えられ、主

要な役割を果たすとされています。 

　わが国は、日本国憲法の保障する基本的人権の確立に向け、各種の法律や制度の整備を

進め、さまざまな条約を締結するなど国際社会の一員として具体的な取組を進めてきまし

た。 

　平成 9 年（1997 年）に「人権教育のための国連 10年」に関する国内行動計画を策定し、

平成 12 年（2000 年）には、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」を制定するとと

もに、それを受けて平成 14年（2002 年）に「人権教育・啓発に関する基本計画」を策定し、

人権尊重の教育を積極的に推進しています。 

　伊勢市は、平成 17年（2005 年）11 月に 4 市町村が合併し、新伊勢市として誕生しまし

た。旧市町村においてそれぞれ取り組まれてきた人権施策をより充実・発展させ、平成 18

年（2006 年）「人権尊重都市」を宣言し、その趣旨に則り、同年「伊勢市人権尊重条例」を

施行し、人権が尊重され守られる、明るく住みよい社会の実現を図ることをめざして取り

組んでいます。平成 24年（2012 年）には、「伊勢市人権施策基本方針」を策定（令和 6年

（2024 年）改定）し、人権課題の解決のための取組を総合的に展開する人権行政を進める

とともに、人権が尊重される、差別のない社会を一日も早く実現するよう、人権教育を推

進しています。 

　学校教育においては人権尊重の精神と豊かな人間性を養い、一人ひとりの学力・進路を

保障するとともに、幼児・児童・生徒（以下「子ども」という。）がより良い人間関係を築

くことができるような取組を推進しています。さらに、さまざまな人権課題を解決するた

めの教育についても幅広く取り組み、豊かな人権感覚を育んできています。また、社会教

育においては、市民に対して講演会、講座を開催するなど多様な啓発を進めています。 

しかし、時代の変化とともに、SNS の普及によるトラブル等、市民が直面する人権課題は

多様化しており、これまで以上にあらゆる分野における人権教育が必要とされています。

今後は幅広い人権課題について、さまざまな方法での人権教育を推進していく必要があり
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ます。 

　これらの人権課題を一日も早く解決し、人間の尊厳への理解を深め、基本的人権が真に

尊重される社会の実現には、人権教育の果たす役割は大きく、同時に、市民自らの積極的

な人権教育への参画は欠かすことのできないものです。 

　人権教育は、人間の尊厳について学び、その尊厳を社会の中で確立するための方法と手

段について学ぶものであり、乳幼児期から高齢期に至るそれぞれの発達段階に応じて学習

を行っていくものです。人々は、この人権教育を通して自らの権利を行使することの意義

や他者の人権を尊重することの必要性を学び、豊かな人権感覚と人間関係を築き上げてい

けるものと確信します。そして、その成果は人権が尊重されるまちづくりや社会づくりに

活かされていくものであると期待します。 

　そのためには、学校教育・社会教育が相互に連携をはかりつつ学習者の発達段階や取り

巻く環境を考慮し、人権教育・学習の機会を充実させるとともに、生涯学習としての人権

教育・学習を支援していく学習環境等の条件整備を積極的に行う必要があります。また、

効果的な推進体制を確立していくためには、学校、地域、家庭、職場等のそれぞれがその

役割や責任を明確にし、連携・協力を図っていかなければなりません。 

　以上の考えに立ち、次のとおり教育のあらゆる分野において人権教育を推進します。 

 

＜学校教育における人権教育＞　 

子どもの望ましい人間関係を形成し、人権尊重の精神に貫かれた、自ら考え行動できる

力を育むためには、学校の教育活動全体を通して、一人ひとりの存在や思いが大切にされ

る学校をつくることが重要です。子どもたちの個性が輝き、人権感覚あふれる学校づくり

を推進するため、以下の取組を行います。 

 

〇　自他の価値を尊重する意識を育む教育活動や学校運営を行います　 

・子どもたちの自尊感情を高め、学力・進路を保障するとともに、子どもがより良い人

間関係を築くことができるような多彩な取組を推進します。 

・教育関係者が、人権課題について認識を深め、差別を解消するための自らの責務を自

覚し、積極的に人権教育を推進できるよう研修の充実を図ります。 

 

〇　自他の人権を守る実践行動ができる力を育むため、計画的かつ組織的な取組を進めま

す 

・学校教育目標に人権教育目標を明確に位置付け、家庭や地域と連携し、総合的に人権

教育を推進します。 

・人権に対する正しい理解と認識を深めるとともに、一人ひとりの人権感覚を高め、さ

まざまな人権課題を解決しようとする実践力を身に付けることができるよう、人権教

育推進計画や人権教育カリキュラムに基づき、人権教育を推進します。 
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＜社会教育における人権教育＞ 

市民の人権意識の高揚のためには、人権に関するさまざまな課題を明らかにし、社会の

あらゆる場面において人権啓発を含む人権教育を展開していくことが重要です。他者を尊

重する大切さを広め、人権尊重の意識を高めるため、以下の取組を行います。 

 

〇　実践的な人権教育の充実を推進します 

　・人権学習の機会を充実することにより、差別や人権侵害に対して主体的にその解決を

図る態度や実践力を育む教育を推進します。 

　・人権教育を推進するために、市職員及び教職員の意欲や実践力の向上を図り、地域社

会における指導者の育成に努めます。 

 

〇　市民に対する学習の機会を提供します 

　・市民対象の講演会や講座を開設し、広く人権学習の機会を提供します。また、情報の

提供・発信に努めます。 

 

〇　多様な主体との人権教育を推進します 

　・企業、民間団体などに人権教育の機会を提供し、支援します。市の機関が連携し、多

様な主体との協働により、市民を対象とした人権教育を創出します。 

 


